
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

6,764,000 6,764,000 6,764,000 20,292,000 6,764,000 6,764,000 20,484,000 7,097,000 7,013,000 7,013,000 7,013,000 28,136,000 68,912,000

6,764,000 6,910,000 6,860,000 20,534,000 6,817,000 7,586,000 21,359,000 7,097,000 6,920,000 7,435,000 7,747,000 29,199,000 71,092,000

6,764,000 6,877,150 6,840,900 20,482,050 7,251,000 7,586,000 21,781,000 7,097,000 7,035,000 7,435,000 7,334,000 28,901,000 71,164,050

6,764,000 6,764,000 6,764,000 20,292,000 6,764,000 6,764,000 20,484,000 7,097,000 7,013,000 7,013,000 7,013,000 28,136,000 68,912,000

6,764,000 6,910,000 6,860,000 20,534,000 6,817,000 7,586,000 21,359,000 7,097,000 6,920,000 7,435,000 7,747,000 29,199,000 71,092,000

6,764,000 6,877,150 6,840,900 20,482,050 7,251,000 7,586,000 21,781,000 7,097,000 7,035,000 7,435,000 7,334,000 28,901,000 71,164,050

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市交通安全推進委員会、砂川市交通安全指導員会、砂川市交通安全協会の３団体 各団体の活動（啓発活動等）が円滑に行われることにより、市民の交通安全意識の高揚などが図られる。

事業性質区分 新規・継続 1－4－1 市民生活課生活交通係

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 交通安全団体支援事業 ―　年度　～　　　―　年度

目的
(何のために実施する
のか）

各団体の実施する交通安全事業が円滑に実施されるよう支援し、交通事故の防止につなげる。 各団体に運営費の一部を交付する。

実施４カ年
合　　　計(26年度)

予算計上額

実　績　額

道 費 計　画　額

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

交通安全事業が円滑に実施されるよう、各団体がそれぞれに活動を展開している。
行政改革により、平成17年度から交通安全協会交付金を10％削減、また、平成20年度から交通安全推進委員会及び交通安全協会交付金を10％削減している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

予算計上額

実　績　額

予算計上額

そ の 他 計　画　額

6,944,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 6,956,000

同額

予算計上額 6,956,000

実　績　額

交通安全推進委
員会交付金につ
いて、飲酒運転
撲滅事業費分を
減額。

交通安全推進委
員会交付金につ
いて、飲酒運転
撲滅事業費分を
増額。

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 交通安全推進委
員会交付金につ
いて、夜光反射
材と手旗の購入
費分を増額。

交通安全推進委
員会交付金につ
いて、手旗の購
入費分を減額。

交通安全推進委
員会交付金につ
いて、手旗の購
入費分を増額。

主に、交通安全
推進委員会交付
金について、夜
光反射材と手旗
の購入費分を減
額。

交通安全推進委
員会交付金につ
いて、飲酒運転
撲滅事業費分を
増額。

交通安全推進委
員会交付金につ
いて、飲酒運転
撲滅事業費分を
減額。

交通安全推進委
員会交付金につ
いて、推進員費
分を増額。

実績との比較
（増減理由）

同額 交通安全推進委
員会が助成金を
受けたため、交
付金を減額。
3月補正
△32千円

交通安全推進委
員会が助成金を
受けたため、交
付金を減額。
3月補正
△19千円

計　画　額 6,956,000

予算計上額 6,956,000

交通安全推進委
員会 5,359千円
交通指導員会
1,000千円
交通安全協会
405千円

交通安全推進委
員会に指導員等
被服整備事業に
係る交付金を増
額。
6月補正
434千円

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額 6,944,000

事業費予算の
内容

事 業 費 合 計

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

交通安全推進委
員会が助成金を
受けたため、交
付金を減額。
3月補正
△12千円

同額 交通安全推進委
員会に飲酒運転
撲滅旗購入に係
る交付金を増
額。
115千円

同額 新型コロナウイル
ス感染拡大防止の
観点から、飲酒運
転撲滅集会を中止
したため、交付金
を減額。
3月補正
△413千円

交通安全推進委
員会6,342千円
交通指導員会
1,000千円
交通安全協会
405千円

交通安全推進委
員会 6,030千円
交通指導員会
1,000千円
交通安全協会
405千円

交通安全推進委
員会 5,515千円
交通指導員会
1,000千円
交通安全協会
405千円

交通安全推進委
員会 5,692千円
交通指導員会
1,000千円
交通安全協会
405千円

交通安全推進委
員会 6,181千円
交通指導員会
1,000千円
交通安全協会
405千円

交通安全推進委
員会 5,412千円
交通指導員会
1,000千円
交通安全協会
405千円

交通安全推進委
員会 5,551千円
交通指導員会
1,000千円
交通安全協会
405千円

交通安全推進委
員会 5,455千円
交通指導員会
1,000千円
交通安全協会
405千円

交通安全推進委
員会 5,505千円
交通指導員会
1,000千円
交通安全協会
405千円



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

実績値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 101.7 100.0 94.7

計画値 330 330 330 330 330 330 330 330 330

実績値 338 336 331 335 332 331 330 330 312

達成されている 達成されている 達成されている

上がっている 上がっている 上がっている

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
本事業を実施し
たことにより対
象団体の啓発活
動等が円滑に行
われ、市民の交
通安全意識の高
揚に寄与したと
考える。

自己分析：
本事業を実施し
たことにより対
象団体の啓発活
動等が円滑に行
われ、市民の交
通安全意識の高
揚に寄与したと
考える。

自己分析：
本事業を実施し
たことにより対
象団体の啓発活
動等が円滑に行
われ、市民の交
通安全意識の高
揚に寄与したと
考える。

判断理由：
達成度、成果と
もに計画値以上
となっているこ
とから上記の判
断とした。効率
性は事業費や事
業内容に大きな
変動がないため
「変わらない」
とした。これら
の評価を総合的
に勘案して、総
合評価は「良好
である」と判断
した。

自己分析：
本事業を実施し
たことにより対
象団体の啓発活
動等が円滑に行
われ、市民の交
通安全意識の高
揚に寄与したと
考える。

自己分析：
本事業を実施し
たことにより対
象団体の啓発活
動等が円滑に行
われ、市民の交
通安全意識の高
揚に寄与したと
考える。

判断理由：
達成度、成果と
もに計画値以上
となっているこ
とから上記の判
断とした。効率
性は事業費や事
業内容に大きな
変動がないため
「変わらない」
とした。これら
の評価を総合的
に勘案して、総
合評価は「良好
である」と判断
した。

自己分析：
本事業を実施し
たことにより対
象団体の啓発活
動等が円滑に行
われ、市民の交
通安全意識の高
揚に寄与したと
考える。

自己分析：
本事業を実施し
たことにより対
象団体の啓発活
動等が円滑に行
われ、市民の交
通安全意識の高
揚に寄与したと
考える。

自己分析：
本事業を実施し
たことにより対
象団体の啓発活
動等が円滑に行
われ、市民の交
通安全意識の高
揚に寄与したと
考える。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染拡大防
止の観点から、
対象団体の啓発
活動等が中止と
なったものもあ
るが、本事業を
実施したことに
より市民の交通
安全意識の高揚
に寄与したと考
える。

判断理由：
達成度、成果と
もに計画値以上
となっているこ
とから上記の判
断とした。効率
性は事業費や事
業内容に大きな
変動がないため
「変わらない」
とした。これら
の評価を総合的
に勘案して、総
合評価は「良好
である」と判断
した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：交付率 指標の求め方：交付金額/事業予算

H30：
本事業の総合評価は「良好である」こと、また、対象の３団体にとって本事業による交付金なしでは現
状の活動が困難であることから、現状のまま継続すべきと考える。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
本事業を実施し
たことにより対
象団体の啓発活
動等が円滑に行
われ、市民の交
通安全意識の高
揚に寄与したと
考える。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
本事業の総合評価は「良好である」こと、また、対象の３団体に
とって本事業による交付金なしでは現状の活動が困難であることか
ら、現状のまま継続すべきと考える。

H28：
本事業の総合評価は「良好である」こと、また、対象の３団体に
とって本事業による交付金なしでは現状の活動が困難であることか
ら、現状のまま継続すべきと考える。

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/％）

100.0

100.0

成果指標１
（単位/日）

330

330

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：活動実績 指標の求め方：活動日数

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市民 各種啓発活動や街頭指導を実施し、年齢層に応じた指導を行うことで交通事故の防止及び抑制につながる。

事業性質区分 新規・継続 1－4－1 市民生活課生活交通係

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 交通安全啓発事業 　―　年度　～　　　―　年度

目的
(何のために実施する
のか）

交通ルールの遵守や交通マナーの実践が主体的に行われるよう、交通安全意識の高揚を図る。
市民や関係機関・団体等と連携して、旗の波街頭啓発やパトライト街頭啓発等をはじめ、通学路、生活道路、市街地の
幹線道路等における立哨指導や新入学児童交通安全教室、小学校における青空教室、老人クラブでの交通安全教室など
を実施する。

実施４カ年
合　　　計(26年度)

予算計上額

実　績　額

道 費 計　画　額

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

市民や関係機関・団体による交通安全を守るための取り組みは、様々な形で連綿と継続されてきた。
こうした各界の取り組みにより、道内における交通事故死者数はピーク時（昭和46年889名）の約1/5程度まで減少している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

予算計上額

実　績　額

予算計上額

そ の 他 計　画　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

予算計上額

実　績　額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実績との比較
（増減理由）

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 3,140 3,180 3,220 3,300 3,340 3,380 3,420 3,460 3,500

実績値 3,002 3,254 3,239 4,329 4,478 4,223 3,207 2,952 1,869

計画値 48 46 44 40 38 36 34 32 30

実績値 59 46 44 39 38 41 51 31 24

達成されている 達成されている 達成されている

少し上がっている 少し上がっている 少し上がっている

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
成果指標である
交通事故発生件
数が増加したこ
とは残念であ
る。市のみの取
り組みで成果指
標を計画値に近
づけることは難
しい側面もある
が、今後も啓発
活動や街頭指導
を継続し、交通
事故の抑止につ
なげる。

自己分析：
活動指標が前年
度を上回った理
由は、「砂川市
民を交通事故か
ら守る一斉旗の
波運動」等の参
加者が増加した
ことによる。市
のみの取り組み
で成果指標を計
画値に近づける
ことは難しい側
面もあるが、今
後も啓発活動や
街頭指導を継続
し、交通事故の
抑止につなげ
る。

自己分析：
活動指標は前年
度と同様に、多
くの団体・市民
が交通安全運動
に参加したこと
により計画値を
超えることがで
きた。市のみの
取り組みで成果
指標を計画値に
近づけることは
難しい側面もあ
るが、今後も啓
発活動や街頭指
導を継続し、交
通事故の抑止に
つなげる。

判断理由：
達成度、成果と
もに指標の動向
から上記の判断
とした。効率性
は従前より事業
費がないため
「変わらない」
とした。これら
の評価をトータ
ルして、総合評
価は「良好であ
る」と考える。

自己分析：
活動指標の増加
は飲酒運転事故
の発生に伴い、
啓発活動や行事
を実施したため
である。
また、成果指標
である交通事故
発生件数は計画
値を下回ること
ができたが、さ
らに交通事故を
減らしていく必
要がある。市の
みの取り組みで
計画値を達成で
きない側面もあ
るが、今後も啓
発活動や街頭指
導を継続し、交
通事故の抑止に
つなげる。

自己分析：
活動指標の増加は
飲酒運転事故の発
生に伴い、啓発活
動や行事を実施し
たためである。
また、成果指標の
交通事故発生件数
は計画値と同数で
はあるが、ここ数
年をみると減少傾
向にあるので、市
のみの取り組みで
計画値を達成でき
ない側面もある
が、今後も交通事
故を減らしていけ
るように啓発活動
や街頭指導を継続
し、交通事故の抑
止につなげる。

判断理由：
達成度、成果と
もに指標の動向
から上記の判断
とした。効率性
は従前より事業
費がないため
「変わらない」
とした。これら
の評価をトータ
ルして、総合評
価は「良好であ
る」と考える。

自己分析：
活動指標の増加
は飲酒運転事故
の発生に伴い、
啓発活動や行事
を実施したため
である。
また、成果指標
については、市
のみの取り組み
で計画値に近づ
けることは難し
い側面もある
が、今後も啓発
活動や街頭指導
を継続し、交通
事故の抑止につ
なげる。

自己分析：
活動指標が計画
値に満たなかっ
たのは、秋の全
国交通安全運動
期間中に計画し
ていた啓発活動
が雨天により中
止となったこと
が主な原因と考
えられる。
また、成果指標
については、市
のみの取り組み
で計画値に近づ
けることは難し
い側面もある
が、今後も啓発
活動や街頭指導
を継続し、交通
事故の抑止につ
なげる。

自己分析：
活動指標が計画
値に満たなかっ
たのは、新入学
児童交通安全教
室が新型コロナ
ウイルスの影響
により中止と
なったことが主
な原因と考えら
れる。
成果指標である
交通事故発生件
数は計画値を下
回ることができ
たが、市のみの
取り組みで計画
値に近づけるこ
とは難しい側面
もあるので、今
後も啓発活動や
街頭指導を継続
し、交通事故の
抑止につなげ
る。

自己分析：
活動指標が計画
値に満たなかっ
たのは、新型コ
ロナウイルスの
影響が主な原因
と考えられる。
成果指標である
交通事故発生件
数は計画値を下
回ることができ
たが、市のみの
取り組みで計画
値に近づけるこ
とは難しい側面
もあるので、今
後も啓発活動や
街頭指導を継続
し、交通事故の
抑止につなげ
る。

判断理由：
達成度、成果と
もに指標の動向
から上記の判断
とした。効率性
は従前より事業
費がないため
「変わらない」
とした。これら
の評価をトータ
ルして、総合評
価は「良好であ
る」と考える。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：交通安全啓発活動参加者数 指標の求め方：参加者延べ人数

H30：
自己分析欄に記載のとおり、市のみの取り組みで成果を上げる（交通事故発生件数を減らす）ことは難
しい側面もあるが、成果指標が計画値以下、計画値と同じとなったことがあることから、本事業は現状
のまま継続することとしたい。
一方、H29年に市内で２件の死亡事故が発生したことから、今後も関係機関・関係団体・市民と連携
し、飲酒運転撲滅も含めた総合的な交通安全対策を進める必要があると考える。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
活動指標が計画
値に満たなかっ
た原因は、秋の
全国交通安全運
動期間中に計画
していた啓発活
動が雨天により
中止となったこ
とが主な原因で
ある。
また、成果指標
については、市
のみの取り組み
で計画値に近づ
けることは難し
い側面もある
が、今後も啓発
活動や街頭指導
を継続し、交通
事故の抑止につ
なげる。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
自己分析欄に記載のとおり、市のみの取り組みで成果を上げる（交
通事故発生件数を減らす）ことは難しい側面もあるが、Ｈ25年度に
おいて成果指標が計画値と同じになったことは、一定の評価ができ
ると考え、本事業は現状のまま継続することとしたい。一方、未だ
交通事故は絶えておらず、Ｈ24年に市内で２件の死亡事故が発生し
たことは痛恨である。今後も、関係機関・関係団体・市民と連携
し、他の事業と合わせて総合的な交通安全対策を進める必要がある
と考える。

H28：
自己分析欄に記載のとおり、市のみの取り組みで成果を上げる（交
通事故発生件数を減らす）ことは難しい側面もあるが、H27年度に
おいて成果指標が計画値以下となったことなどから、本事業は現状
のまま継続することとしたい。一方、H27年に市内で飲酒等の無謀
運転により一家5人が死傷する交通事故が発生したことは、市民に
も大きな悲しみと強い憤りをもたらせ、市民が一体となって飲酒運
転撲滅に取り組むための「飲酒運転撲滅条例」が制定された。今後
も、関係機関・関係団体・市民と連携し、飲酒運転撲滅も含めた総
合的な交通安全対策を進める必要があると考える。

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人/延)

3,260

3,174

成果指標１
（単位/件　）

42

44

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：交通事故発生件数（暦年） 指標の求め方：発生件数

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

新規 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 758,000 650,000 650,000 650,000 2,708,000 2,708,000

0 0 771,000 796,000 1,082,000 1,394,000 4,043,000 4,043,000

0 0 900,036 884,777 1,149,632 1,227,126 4,161,571 4,161,571

0 0 0 0 0 0 0 758,000 650,000 650,000 650,000 2,708,000 2,708,000

0 0 0 0 0 0 0 771,000 796,000 1,082,000 1,394,000 4,043,000 4,043,000

0 0 0 0 0 0 0 900,036 884,777 1,149,632 1,227,126 4,161,571 4,161,571

当初予定していた
返納者数を上回っ
たため
12月補正 264千円

当初予定していた
返納者数を上回っ
たため
12月補正 255千円

当初予定していた
返納者数を上回っ
たため
12月補正 258千円

当初予定してい
た返納者数を下
回ったため

返納者数が増加
すると見込んだ
ため

返納者数が増加
すると見込んだ
ため

実績との比較
（増減理由）

前年度予算と
の比較

（増減理由）

返納者数が増加
すると見込んだ
ため

予算計上額 0

実　績　額 0

事業費予算の
内容

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 0

一 般 財 源 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

地 方 債 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

予算計上額

実　績　額

道 費 計　画　額

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

運転免許を保有している市民と、その家族。 運転免許証を自主的に返納しやすい環境づくりを推進することにより、交通事故の減少が図られる。

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

近年、全国の交通死亡事故が年々減少しているのに対し、高齢者人口の増加等を背景として、75歳以上の運転者による交通死亡事故は横ばいとなっている。今後も75歳以上の免許保有者が増加するなかで、高齢運転者対策は喫緊の課題となっ
ている。
砂川市においても、交通事故の第一当事者のうち65歳以上の占める割合は年々高くなっている。今後、高齢化が進行していくなかで、運転に不安のある市民の運転免許証の自主返納を促進するきっかけとして、自主返納した市民に支援品を進
呈することで、交通事故の減少につなげる本事業を、平成29年度から開始した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

新規・継続 1－4－1 市民生活課生活交通係

目的
(何のために実施する
のか）

運転に不安のある市民の運転免許証の自主返納を促進し、交通事故の減少を図る。
全ての種類の運転免許証を自主返納した市民に対し、ふくろうカード商品券等の支援品及び予約型乗合タクシー補助券
を交付する。

支援品 500千円
消耗品121千円
予約型乗合タクシー
利用補助金 150千円

支援品 600千円
消耗品 16千円
予約型乗合タクシー
利用補助金 180千円

支援品 1060千円
消耗品 16千円
予約型乗合タクシー
利用補助金 318千円

支援品 820千円
消耗品 16千円
予約型乗合タクシー
利用補助金 246千円

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 運転免許証自主返納サポート事業 平成　29　年度　～　　　―　年度

事業性質区分



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 50 50 50 50

実績値 74 81 125 112

計画値 36 34 32 30

実績値 41 51 31 24

達成されている

あまり上がってい
ない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
活動指標が計画
値を上回った主
な要因は、砂川
警察署が運転免
許証返納者に対
して本事業を周
知したためと考
える。
成果指標につい
ては、市のみの
取り組みで計画
値に近づけるこ
とは難しい側面
もあるが、今後
も他の事務事業
と連携し、交通
事故の抑止につ
なげる。

自己分析：
活動指標が計画
値を上回った主
な要因は、砂川
警察署が運転免
許証返納者に対
して本事業を周
知したためと考
える。
成果指標につい
ては、市のみの
取り組みで計画
値に近づけるこ
とは難しい側面
もあるが、今後
も他の事務事業
と連携し、交通
事故の抑止につ
なげる。

自己分析：
活動指標が計画
値を上回った主
な要因は、砂川
警察署が運転免
許証返納者に対
して本事業を周
知したためと考
える。
成果指標につい
ては、市のみの
取り組みで計画
値に近づけるこ
とは難しい側面
もあるが、今後
も他の事務事業
と連携し、交通
事故の抑止につ
なげる。

自己分析：
活動指標が計画
値を上回った主
な要因は、砂川
警察庁舎が運転
免許証返納者に
対して本事業を
周知したためと
考える。
成果指標につい
ては、市のみの
取り組みで計画
値に近づけるこ
とは難しい側面
もあるが、今後
も他の事務事業
と連携し、交通
事故の抑止につ
なげる。

判断理由：
事業の成果が計
画値に満たない
が、成果指標で
ある交通事故発
生件数は長期的
に減少傾向にあ
ることや、効率
性が変わらない
ことを総合的に
勘案して、総合
評価は普通とし
た。

今後の方向性 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

H30：
自己分析欄に記載のとおり、市のみの取り組みで成果を上げる（交通事故発生件数を減らす）ことは難
しい側面もあるが、高齢運転者による交通事故への関心が高まりつつあるため、本事業は現状のまま継
続することとしたい。
今後も、関係機関・関係団体と連携し、他の事業と合わせて総合的な交通安全対策を進める必要がある
と考える。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/人)

成果指標１
（単位/件　）

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：交通事故発生件数 指標の求め方：交通事故発生件数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：支援品交付者数 指標の求め方：運転免許証自主返納サポート事業支援品交付者数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

185,000 185,000 185,000 555,000 184,000 184,000 552,000 196,000 196,000 196,000 196,000 784,000 1,891,000

185,000 185,000 184,000 554,000 194,000 194,000 572,000 196,000 1,628,000 1,653,000 505,000 3,982,000 5,108,000

131,310 153,082 202,025 486,417 362,833 207,260 748,884 504,498 1,627,601 1,648,635 454,137 4,234,871 5,470,172

185,000 185,000 185,000 555,000 184,000 184,000 552,000 196,000 196,000 196,000 196,000 784,000 1,891,000

185,000 185,000 184,000 554,000 194,000 194,000 572,000 196,000 1,628,000 1,653,000 505,000 3,982,000 5,108,000

131,310 153,082 202,025 486,417 362,833 207,260 748,884 504,498 1,627,601 1,648,635 454,137 4,234,871 5,470,172

主に啓発看板の
作成枚数が増え
たため増額。
3月補正
98千円

同額 主にカーブミ
ラー設置・作成
委託の入札減
3月補正
△12千円

主に啓発看板の
作成枚数が減っ
たため減額。
3月補正
△51千円

実績との比較
（増減理由）

作成した看板等
が少なかったた
め減額。
3月補正
△5千円

作成した看板等
が少なかったた
め減額。
3月補正
△30千円

予算の見込みよ
り大型のカーブ
ミラーを作成し
たため増額。
3月補正
19千円

主に啓発看板の
作成枚数が減っ
たため減額。
3月補正
4千円

主に飲酒運転撲
滅看板作成によ
る増。
12月補正
200千円

交通安全施設整
備委託料の増
額。
3月補正
15千円

交通安全施設設
置・撤去の委託
単価上昇による
増額。

カーブミラー更
新等による増額

カーブミラー更
新等による増額

カーブミラー更
新等作成及び設
置委託料を減額

交通安全施設等
整備委託料
505千円
（カーブミラー
更新等作成及び
設置、啓発看板
作成等）

前年度予算と
の比較

（増減理由）

看板等の設置委
託料 △1千円

前年度同額 交通安全旗の設
置委託料を減
額。

前年度同額 交通安全旗設
置・撤去の委託
単価上昇による
増額。

前年度同額

啓発看板等設置
60千円
啓発看板等作成
76千円
交通安全施設整
備 58千円

啓発看板等設置
60千円
啓発看板等作成
76千円
交通安全施設整
備58千円

啓発看板等設置
60千円
啓発看板等作成
76千円
交通安全施設整
備
60千円

交通安全施設等
整備委託料
1,628千円
（カーブミラー
更新等作成及び
設置、啓発看板
作成等）

交通安全施設等
整備委託料
1,653千円
（カーブミラー
更新等作成及び
設置、啓発看板
作成等）

実　績　額 178,791

事業費予算の
内容

啓発看板等設置
60千円
啓発看板等作成
76千円
交通安全施設整
備 49千円

啓発看板等設置
60千円
啓発看板等作成
76千円
交通安全施設整
備 49千円

啓発看板等設置
60千円
啓発看板等作成
76千円
交通安全施設整
備 48千円

啓発看板等設置
60千円
啓発看板等作成
76千円
交通安全施設整
備 48千円

事 業 費 合 計 計　画　額 184,000

予算計上額 184,000

予算計上額 184,000

実　績　額 178,791

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 184,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

自動車保有台数の増加等に伴い交通事故が増加していたことから、交通事故防止対策として啓発看板等の施設整備を行ってきた。
行政改革により平成20年度から委託料を５％削減している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

啓発看板等の交通安全施設を整備することにより、交通事故に対する注意を喚起し、市民の交通安全意識の高揚を図
り、交通事故の防止を図る。

交通事故が発生した現場や発生が危惧される箇所に啓発看板や交通安全旗等を設置し、維持管理を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

道路利用者 交通事故に対する注意を喚起する機会を拡大することで、交通事故の抑止につなげる。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 交通安全施設整備事業 ―　年度　～　　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－4－2 市民生活課生活交通係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 267 270 273 279 282 285 288 290 290

実績値 262 281 283 293 293 289 293 274 214

計画値 48 46 44 40 38 36 34 32 30

実績値 59 46 44 39 38 41 51 31 24

達成されている 達成されている 達成されている

少し上がっている 少し上がっている 少し上がっている

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
成果指標である
交通事故発生件
数が増加したこ
とは残念であ
る。市のみの取
り組みで成果指
標を計画値に近
づけることは難
しい側面もある
が、今後も啓発
看板等の設置を
継続し、交通事
故の抑止につな
げる。

自己分析：
活動指標が前年
度を上回った理
由は、死亡事故
発生箇所やス
クールゾーンを
中心に交通安全
旗を増設したこ
とによる。市の
みの取り組みで
成果指標を計画
値に近づけるこ
とは難しい側面
もあるが、今後
も啓発看板等の
設置を継続し、
交通事故の抑止
につなげる。

自己分析：
活動指標は、前
年度に続き危険
個所等における
交通安全旗や啓
発看板の設置に
努めたため、計
画値を超えるこ
とができた。市
のみの取り組み
で成果指標を計
画値に近づける
ことは難しい側
面もあるが、今
後も啓発看板等
の設置を継続
し、交通事故の
抑止につなげ
る。

判断理由：
達成度、成果と
もに指標の動向
から上記の判断
とした。効率性
は事業費、事業
内容に大きな変
動がないため
「変わらない」
とした。これら
の評価をトータ
ルして、総合評
価は「良好であ
る」と考える。

自己分析：
活動指標は、市
内で発生した飲
酒等の無謀運転
による交通事故
を受け、駐車場
における啓発看
板の設置に努め
たため、計画値
を上回る結果と
なった。市のみ
の取り組みで成
果指標を計画値
に近づけること
は難しい側面も
あるが、今後も
啓発看板等の設
置を継続し、交
通事故の抑止に
つなげる。

自己分析：
活動指標は、前
年に引き続き駐
車場における啓
発看板の設置と
危険箇所等にお
ける啓発看板の
設置に努めたた
め、計画値を超
えることができ
た。市のみの取
り組みで成果指
標を計画値に近
づけることは難
しい側面もある
が、今後も啓発
看板等の設置を
継続し、交通事
故の抑止につな
げる。

判断理由：
達成度、成果と
もに指標の動向
から上記の判断
とした。効率性
は、事業費、事
業内容に大きな
変動がないため
「変わらない」
とした。これら
をトータルし
て、総合評価は
「良好である」
と考える。

自己分析：
活動指標は、前
年に引き続き駐
車場における啓
発看板の設置と
危険箇所等にお
ける啓発看板の
設置に努めたた
め、計画値を超
えることができ
た。市のみの取
り組みで成果指
標を計画値に近
づけることは難
しい側面もある
が、今後も啓発
看板等の設置を
継続し、交通事
故の抑止につな
げる。

自己分析：
活動指標は、前
年に引き続き駐
車場における啓
発看板の設置と
危険箇所等にお
ける啓発看板の
設置に努めたた
め、計画値を超
えることができ
た。市のみの取
り組みで成果指
標を計画値に近
づけることは難
しい側面もある
が、今後も啓発
看板等の設置を
継続し、交通事
故の抑止につな
げる。

自己分析：
活動指標が計画
値に満たなかっ
たのは、交通安
全旗の設置数を
減らしたことが
主な原因と考え
られる。
成果指数である
交通事故発生件
数は計画値を下
回ることができ
たが、市のみの
取り組みで計画
値に近づけるこ
とは難しい側面
もあるため、今
後も啓発看板等
の設置を継続
し、交通事故の
抑止につなげ
る。

自己分析：
活動指標が計画
値に満たなかっ
たのは、交通安
全旗の設置数を
減らしたことが
主な原因と考え
られる。
成果指数である
交通事故発生件
数は計画値を下
回ることができ
たが、市のみの
取り組みで計画
値に近づけるこ
とは難しい側面
もあるため、今
後も啓発看板等
の設置を継続
し、交通事故の
抑止につなげ
る。

判断理由：
達成度、成果と
もに指標の動向
から上記の判断
とした。効率性
は、事業費、事
業内容に大きな
変動がないため
「変わらない」
とした。これら
をトータルし
て、総合評価は
「良好である」
と考える。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

H30：
自己分析欄に記載のとおり、市のみの取り組みで成果を上げる（交通事故発生件数を減らす）ことは難
しい側面もあるが、成果指標が計画値以下、計画値と同じとなったことがあることから、本事業は現状
のまま継続することとしたい。一方、H29年に市内で２件の死亡事故が発生したことから、今後も関係
機関・関係団体・市民と連携し、飲酒運転撲滅も含めた総合的な交通安全対策を進める必要があると考
える。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
活動指標は、前
年度に続き危険
個所等における
交通安全旗や啓
発看板の設置に
努めたため、計
画値を超えるこ
とができた。市
のみの取り組み
で成果指標を計
画値に近づける
ことは難しい側
面もあるが、今
後も啓発看板等
の設置を継続
し、交通事故の
抑止につなげ
る。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
自己分析欄に記載のとおり、市のみの取り組みで成果を上げる（交
通事故発生件数を減らす）ことは難しい側面もあるが、Ｈ25年度に
おいて成果指標が計画値と同じになったことは、一定の評価ができ
ると考え、本事業は現状のまま継続することとしたい。一方、未だ
交通事故は絶えておらず、Ｈ24年に市内で２件の死亡事故が発生し
たことは痛恨である。今後も、関係機関・関係団体・市民と連携
し、他の事業と合わせて総合的な交通安全対策を進める必要がある
と考える。

H28：
自己分析欄に記載のとおり、市のみの取り組みで成果を上げる（交
通事故発生件数を減らす）ことは難しい側面もあるが、H27年度に
おいて成果指標が計画値以下となったことなどから、本事業は現状
のまま継続することとしたい。一方、H27年に市内で飲酒等の無謀
運転により一家5人が死傷する交通事故が発生したことは、市民に
も大きな悲しみと強い憤りをもたらせ、市民が一体となって飲酒運
転撲滅に取り組むための「飲酒運転撲滅条例」が制定された。今後
も、関係機関・関係団体・市民と連携し、飲酒運転撲滅も含めた総
合的な交通安全対策を進める必要があると考える。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

44

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/箇所）

276

280

成果指標１
（単位/件　）

42

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：交通事故発生件数（暦年） 指標の求め方：発生件数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：啓発看板・交通安全旗設置数 指標の求め方：設置数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

－　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 33,000 132,000 330,000

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 33,000 132,000 330,000

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 33,000 132,000 330,000

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 33,000 132,000 330,000

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 33,000 132,000 330,000

33,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 99,000 33,000 33,000 33,000 33,000 132,000 330,000

運営費の一部補助 運営費の一部補助 運営費の一部補助 運営費の一部補助 運営費の一部補助 運営費の一部補助 運営費の一部補助 運営費の一部補助 運営費の一部補助

同額 同額 同額 同額 同額

前年度同額

実績との比較
（増減理由）

同額 同額 同額 同額 同額

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額
前年度予算と

の比較
（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

実　績　額 33,000

事業費予算の
内容

運営費の一部補助

事 業 費 合 計 計　画　額 33,000

予算計上額 33,000

予算計上額 33,000

実　績　額 33,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 33,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

市民が一体となり防犯思想の普及を図り、安心して市民生活が送れる社会の実現を図るための啓発活動等を実施している。
行政改革により平成17年度と平成20年度から、それぞれ補助金を10％削減している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

市民の防犯意識の高揚を図り、安全・安心な社会を築く。 砂川市防犯協会に運営費の一部を補助する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市防犯協会 砂川市防犯協会が実施する街頭啓発（啓発物の配布等）などの事業が円滑に行われ、犯罪の防止及び抑制につながる。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 防犯協会支援事業 ―　年度　～　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－4－3 市民生活課生活交通係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 4.7 4.7 4.7 4.7 4.7 4.7 4.7 4.7 4.7

実績値 5.0 4.8 4.9 4.7 4.7 4.7 4.7 4.8 4.9

計画値 132 131 130 128 127 126 125 124 123

実績値 168 178 143 142 137 96 88 117 51

ほぼ達成されている 達成されている 達成されている

あまり上がってい
ない

あまり上がってい
ない

少し上がっている

変わらない 上がっている 上がっている

総合評価 普通である 普通である 普通である

自己分析：
街頭啓発など事
業を行っている
ものの、犯罪件
数は増加した
が、市民の防犯
意識の向上を図
る上で果たす役
割は大きく、今
後も警察署と連
携して、啓発活
動等を実施する
必要がある。

自己分析：
活動指標の実績
は、計画値をほ
ぼ満たしている
が、成果指標で
ある犯罪発生件
数は増加してお
り、成果はあま
り上がっていな
い。
引き続き、警察
と連携のうえ啓
発活動等を実施
して、市民の防
犯意識の向上を
図り、犯罪発生
件数の減少に努
める必要があ
る。

自己分析：
活動指標の実績
は、計画値をほ
ぼ満たしてい
る。成果指標で
ある犯罪発生件
数は、計画値を
上回っている
が、窃盗犯を中
心に前年より減
少している。今
後も警察と連携
のうえ啓発活動
等を実施して、
市民の防犯意識
の向上を図り、
犯罪発生件数の
減少に努める必
要がある。

判断理由：
成果指標である
犯罪発生件数は
増加しており、
あまり成果は上
がっていない
が、活動指標で
ある補助率はほ
ぼ満たしてお
り、事業は達成
されているた
め、総合評価で
は普通であると
判断した。

自己分析：
活動指標の実績
は、計画値を満
たしている。
成果指標である
犯罪発生件数
は、全体として
前年度より減少
したものの、多
数を占める窃盗
犯の増加が影響
し、計画値を上
回る結果となっ
た。
今後も警察と連
携のうえ、特に
特殊詐欺の啓発
活動等を実施し
て、市民の防犯
意識の向上を図
り、犯罪発生件
数の減少に努め
る必要がある。

自己分析：
活動指標の実績
は、計画値を満
たしている。
成果指標である
犯罪発生件数
は、計画値を上
回ったが、多数
を占める窃盗犯
は前年より減少
している。
今後も警察と連
携のうえ、特に
特殊詐欺の啓発
活動等を実施し
て、市民の防犯
意識の向上を図
り、犯罪発生件
数の減少に努め
る必要がある。

判断理由：
活動指標である
補助率は計画値
を満たしてお
り、事業は達成
されている。一
方、成果指標で
ある犯罪発生件
数は、近年、減
少傾向にあるも
のの計画値まで
には至っていな
いため、あまり
成果は上がって
いない。これら
を総合的に評価
して、普通であ
ると判断した。

自己分析：
活動指標の実績
は、計画値を満
たしている。
成果指標である
犯罪発生件数
は、多数を占め
る窃盗犯が前年
より大幅に減少
したため、計画
値を下回った。
今後も警察と連
携のうえ、特に
特殊詐欺の啓発
活動等を実施し
て、市民の防犯
意識の向上を図
り、犯罪発生件
数の減少に努め
る必要がある。

自己分析：
活動指標の実績
は、計画値を満
たしている。
成果指標である
犯罪発生件数
は、器物破損や
公務執行妨害が
前年より減少し
たため、計画値
を下回った。
今後も警察と連
携のうえ、特に
特殊詐欺の啓発
活動等を実施し
て、市民の防犯
意識の向上を図
り、犯罪発生件
数の減少に努め
る必要がある。

自己分析：
活動指標の実績
は、計画値をほ
ぼ満たしてい
る。
成果指標である
犯罪発生件数
は、計画値を下
回ったが、粗暴
犯や窃盗犯が前
年より増加して
いる。
今後も警察と連
携のうえ、特に
特殊詐欺の啓発
活動等を実施し
て、市民の防犯
意識の向上を図
り、犯罪発生件
数の減少に努め
る必要がある。

自己分析：
活動指標の実績
は、計画値をほ
ぼ満たしてい
る。
成果指標である
犯罪発生件数
は、計画値を下
回ったが、知能
犯が前年より増
加している。
今後も警察と連
携のうえ、特に
特殊詐欺の啓発
活動等を実施し
て、市民の防犯
意識の向上を図
り、犯罪発生件
数の減少に努め
る必要がある。

判断理由：
活動指標である
補助率は計画値
を満たしてお
り、事業は達成
されている。ま
た、成果指標で
ある犯罪発生件
数も減少傾向に
あり、計画値を
満たしている。
これらを総合的
に評価して、普
通であると判断
した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

H30：
市民の防犯意識の高揚を図り、安心安全な社会を築くために、周知活動や街頭啓発などの事業を行い、
犯罪を抑止することが必要であり、継続すべき事業と考える。
今後も、砂川警察署をはじめとする関係機関・団体、自治会や市民と連携・協力して、より効果的な啓
発手段を検討し、犯罪の抑止を図っていく必要がある。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
活動指標の実績
は、計画値をほ
ぼ満たしてい
る。
成果指標である
犯罪発生件数
は、計画値を上
回ったが、多数
を占める窃盗犯
は前年より減少
している。
今後も警察と連
携のうえ、特に
特殊詐欺の啓発
活動等を実施し
て、市民の防犯
意識の向上を図
り、犯罪発生件
数の減少に努め
る必要がある。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
市民の防犯意識の高揚を図り、安心安全な社会を築くために、街頭
啓発などの事業を行い、犯罪の防止、抑制することが必要であり、
継続する事業と考える。
今後も、警察と連携して、より効果的な啓発手段を検討し、犯罪の
防止、抑止につながる事業を行っていく必要がある。

H28：
市民の防犯意識の高揚を図り、安心安全な社会を築くために、周知
活動や街頭啓発などの事業を行い、犯罪を抑止することが必要であ
り、継続すべき事業と考える。
今後も、砂川警察署をはじめとする関係機関・団体、自治会や市民
と連携・協力して、より効果的な啓発手段を検討し、犯罪の抑止を
図っていく必要がある。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

149

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/％　）

4.7

4.7

成果指標１
（単位/件　）

129

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：犯罪発生件数 指標の求め方：犯罪発生件数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：市からの補助率 指標の求め方：補助金額/事業予算



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 4,500,000 4,500,000 0 4,500,000

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

7,478,000 7,478,000 7,478,000 22,434,000 4,336,000 3,208,000 11,880,000 3,876,000 3,876,000 3,876,000 3,876,000 15,504,000 49,818,000

7,478,000 7,783,000 10,975,000 26,236,000 4,903,000 4,259,000 13,498,000 3,876,000 3,568,000 3,698,000 3,980,000 15,122,000 54,856,000

7,991,717 8,515,369 9,506,034 26,013,120 63,167 3,698,338 8,126,173 3,760,056 3,799,520 3,942,020 3,971,850 15,473,446 49,612,739

7,478,000 7,478,000 7,478,000 22,434,000 4,336,000 3,208,000 11,880,000 3,876,000 3,876,000 3,876,000 3,876,000 15,504,000 49,818,000

7,478,000 7,783,000 10,975,000 26,236,000 4,903,000 4,259,000 13,498,000 3,876,000 3,568,000 3,698,000 3,980,000 15,122,000 54,856,000

7,991,717 8,515,369 9,506,034 26,013,120 4,563,167 3,698,338 12,626,173 3,760,056 3,799,520 3,942,020 3,971,850 15,473,446 54,112,739

主に、防犯灯設
置数が予算時点
より減ったこと
による減。
3月補正
△115千円

主に、北電によ
る電気料金の値
上げによる増。
3月補正
233千円

主に消費税引き
上げに伴う増
額。
3月補正
245千円

主に維持費補助
の減。
3月補正
△8千円

実績との比較
（増減理由）

主に、電気料の
燃料調整費の増
による。
3月補正
517千円

電気料の燃料調
整費等が上がっ
たため維持費補
助の増。
3月補正
689千円

LED防犯灯整備
事業を実施した
ため維持費補助
の減。
3月補正
△852千円

主に、北電によ
る電気料金の値
上げによる増。
3月補正
43千円

主に、防犯灯設
置数が予算時点
より減ったこと
による減。
3月補正
△339千円

主に、防犯灯設
置数が予算時点
より減ったこと
による減。
3月補正
△288千円

設置費はLED防
犯灯整備事業に
より灯具取替え
が減少したため
減、維持費は北
電による電気料
金値下げによる
減。

設置費はLED防
犯灯整備事業に
より灯具取替え
が減少したため
減、維持費は北
電による電気料
金値下げによる
減。

設置費はLED防
犯灯整備事業に
より灯具取替え
が減少したため
減、維持費は北
電による電気料
金値上げによる
増。

設置費は灯具取
替えによる増、
維持費は北電に
よる電気料金値
上げによる増。

設置費補助
190千円
維持費補助
3,790千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

設置費は防犯灯
の設置個数、維
持費は電気料の
燃料調整費によ
る増減。

設置費は防犯灯
の設置個数、維
持費は電気料の
燃料調整費によ
る増減。

設置費はLED化
推進による設置
個数・単価の
増、維持費は電
気料の燃料調整
費等の上昇によ
る増。

LED防犯灯整備
事業により、設
置費は灯具取替
えが減少したた
め減、維持費は
電気料が下がっ
たため減。

設置費はLED防
犯灯整備事業に
より灯具取替え
が減少したため
減、維持費は北
電による電気料
金値上げによる
増。

設置費はLED防
犯灯整備事業に
より灯具取替え
が減少したため
減、維持費は北
電による電気料
金値上げによる
増。

設置費補助
1,150千円
維持費補助
3,753千円

設置費補助
490千円
維持費補助
3,769千円

設置費補助
378千円
維持費補助
3,498千円

設置費補助
100千円
維持費補助
3,468千円

設置費補助
71千円
維持費補助
3,627千円

実　績　額 4,364,668

事業費予算の
内容

設置費補助
1,170千円
維持費補助
6,308千円

設置費補助
1,011千円
維持費補助
6,772千円

設置費補助
3,430千円
維持費補助
7,545千円

設置費補助
1,378千円
維持費補助
2,958千円

事 業 費 合 計 計　画　額 4,336,000

予算計上額 4,336,000

予算計上額 4,336,000

実　績　額 4,364,668

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 4,336,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

地域の安全性を高め、誰もが安心して暮らせる生活環境を整備するため、地域と連携を図り、防犯・交通安全意識の高揚と活動の推進を図ってきた。
行政改革では、平成17年度より維持費補助を100％以内から80％以内に変更、さらに平成20年度から設置費補助について上限額を設定した。
従来の水銀灯等より電気料を軽減できるＬＥＤ等の導入を推進するため、平成24年度から設置費の補助率をＬＥＤ灯に限って90％に改正。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

夜間における視認性を確保し、治安の維持及び交通安全につなげる。
防犯灯設置費補助申請書、防犯灯維持費補助申請書により補助申請のあった団体に対し、設置費（ＬＥＤ灯90%以内・そ
の他50％以内）及び維持費（80％以内）を補助する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

防犯灯を設置及び維持する団体 犯罪や交通事故の発生が危惧される夜間の道路において、防犯灯が設置・維持され、市民の安全が図られる。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 防犯灯設置・維持費助成事業 ―　年度　～　　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－4－4 市民生活課生活交通係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 85 85 85 85 85 85 85 85 85

実績値 85 85 87 88 87 87 87 87 87

計画値 1,529 1,529 1,529 1,529 1,529 1,529 1,529 1,529 1,529

実績値 1,529 1,523 1,583 1,625 1,633 1,604 1,608 1,619 1,624

達成されている 達成されている 達成されている

上がっている 上がっている 上がっている

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
本事業により町
内会等が所有す
る防犯灯が適正
に設置・維持管
理され、犯罪や
交通事故の抑止
に寄与している
と考える。
町内会等の防犯
灯にかかる電気
料負担を抑える
ため、防犯灯の
LED化事業を検
討している。

自己分析：
本事業により町
内会等が所有す
る防犯灯が適正
に設置・維持管
理され、犯罪や
交通事故の抑止
に寄与している
と考える。成果
指標が下がった
が、これは町内
会等が不要な防
犯灯を廃止した
ことが主な理由
であるため、事
業の成果が下
がったとは言え
ないものと考え
ている。

自己分析：
本事業により町
内会等が所有す
る防犯灯が適正
に設置・維持管
理され、犯罪や
交通事故の抑止
に寄与している
と考える。活動
指標と成果指標
が計画値を上
回ったのは、主
にLED防犯灯整
備事業に伴い新
たな団体が防犯
灯を維持管理す
ることになった
ためである。

判断理由：
達成度は計画値
どおり推移して
いるため「達成
されている」、
成果は左記の自
己分析から「上
がっている」、
効率性は補助率
等から「変わら
ない」と判断し
た。これらを勘
案して、総合評
価は高い事業と
考える。

自己分析：
活動指標と成果
指標が計画値を
上回ったのは、
主にH25年度の
LED防犯灯整備
事業により新た
な団体が防犯灯
を維持管理する
ことになったた
めである。
本事業により町
内会等が所有す
る防犯灯が適正
に設置・維持管
理され、犯罪や
交通事故の抑止
に寄与している
と考える。

自己分析：
活動指標と成果
指標が計画値を
上回ったのは、
主にH25年度の
LED防犯灯整備
事業により新た
な団体が防犯灯
を維持管理する
ことになったた
めである。
本事業により町
内会等が所有す
る防犯灯が適正
に設置・維持管
理され、犯罪や
交通事故の抑止
に寄与している
と考える。

判断理由：
達成度は計画値
を上回っている
ため「達成され
ている」、成果
は左記の自己分
析から「上がっ
ている」、効率
性は補助率等か
ら「変わらな
い」と判断し
た。これらを勘
案して、総合評
価は高い事業と
考える。

自己分析：
活動指標と成果
指標が計画値を
上回ったのは、
主にH25年度の
LED防犯灯整備
事業により新た
な団体が防犯灯
を維持管理する
ことになったた
めである。
本事業により町
内会等が所有す
る防犯灯が適正
に設置・維持管
理され、犯罪や
交通事故の抑止
に寄与している
と考える。

自己分析：
活動指標と成果
指標が計画値を
上回ったのは、
主にH25年度の
LED防犯灯整備
事業により新た
な団体が防犯灯
を維持管理する
ことになったた
めである。
本事業により町
内会等が所有す
る防犯灯が適正
に設置・維持管
理され、犯罪や
交通事故の抑止
に寄与している
と考える。

自己分析：
活動指標と成果
指標が計画値を
上回ったのは、
主にH25年度の
LED防犯灯整備
事業により新た
な団体が防犯灯
を維持管理する
ことになったた
めである。
本事業により町
内会等が所有す
る防犯灯が適正
に設置・維持管
理され、犯罪や
交通事故の抑止
に寄与している
と考える。

自己分析：
活動指標と成果
指標が計画値を
上回ったのは、
主にH25年度の
LED防犯灯整備
事業により新た
な団体が防犯灯
を維持管理する
ことになったた
めである。
本事業により町
内会等が所有す
る防犯灯が適正
に設置・維持管
理され、犯罪や
交通事故の抑止
に寄与している
と考える。

判断理由：
達成度は計画値
を上回っている
ため「達成され
ている」、成果
は左記の自己分
析から「上がっ
ている」、効率
性は補助率等か
ら「変わらな
い」と判断し
た。これらを勘
案して、総合評
価は高い事業と
考える。

今後の方向性 手段の見直し 現状のまま継続 現状のまま継続

H30：
町内会等が新たに設置する防犯灯が減少し、設置費補助金は減額している。維持費補助金については、
北電による電気料金の値上げ、値下げによる変動が大きいが、LED防犯灯にしたことにより町内会が負
担する電気料金は軽減されている。
今後も本事業を継続し犯罪や交通事故の抑止に寄与していきたいと考える。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
活動指標と成果
指標が計画値を
上回ったのは、
主にH25年度の
LED防犯灯整備
事業により新た
な団体が防犯灯
を維持管理する
ことになったた
めである。
本事業により町
内会等が所有す
る防犯灯が適正
に設置・維持管
理され、犯罪や
交通事故の抑止
に寄与している
と考える

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
町内会等の負担軽減やＣＯ２排出量の削減等を目的に、Ｈ24年度か
らＬＥＤ灯設置費の補助率を嵩上げし、Ｈ25年度には市が防犯灯を
ＬＥＤ灯に取り替える「ＬＥＤ防犯灯整備事業」を実施することと
した。この事業実施により、既存の明るさを保ったままワット数の
少ない防犯灯を設置するため、町内会等が支払う電気料金が軽減さ
れるとともに、併せて維持費補助額も削減される。

H28：
Ｈ25年度に「ＬＥＤ防犯灯整備事業」を実施したことにより、町内
会等が新たに設置する防犯灯が減少し、電気料金も軽減された。こ
れに伴い、設置費補助金、維持費補助額ともに削減することができ
た。今後も本事業を継続し犯罪や交通事故の抑止に寄与していきた
いと考える。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

1,608

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/団体）

85

88

成果指標１
（単位/灯　）

1,529

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：維持費補助対象防犯灯数 指標の求め方：防犯灯数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：維持費補助申請団体数 指標の求め方：団体数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

43,000 43,000 43,000 129,000 43,000 43,000 129,000 43,000 43,000 43,000 43,000 172,000 430,000

40,000 35,000 40,000 115,000 43,000 43,000 129,000 43,000 43,000 43,000 43,000 172,000 416,000

34,300 0 0 34,300 0 29,500 59,000 0 19,900 0 0 19,900 113,200

43,000 43,000 43,000 129,000 43,000 43,000 129,000 43,000 43,000 43,000 43,000 172,000 430,000

40,000 35,000 40,000 115,000 43,000 43,000 129,000 43,000 43,000 43,000 43,000 172,000 416,000

34,300 0 0 34,300 0 29,500 59,000 0 19,900 0 0 19,900 113,200

生活安全推進委
員会を開催して
いないための減

委員が3名欠席
したことによる
減

生活安全推進委
員会を開催して
いないための減

新型コロナウイルス感
染拡大防止の観点か
ら、生活安全推進委員
会を書面会議としたこ
とによる減

実績との比較
（増減理由）

委員が1名欠員
のため減

生活安全推進委
員会を開催して
いないための減

生活安全推進委
員会を開催して
いないための減

委員が2名欠席
したことによる
減

生活安全推進委
員会を開催して
いないための減

委員が2名欠席
したことによる
減

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

生活安全推進委
員報酬
委員長
5,500円×1人
委員
4,800円×7人

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 委員が1名欠員
のため減

欠員だった委員
1名分を増

前年度同額 前年度同額 前年度同額

生活安全推進委
員報酬
委員長
5,500円×1人
委員
4,800円×7人

生活安全推進委
員報酬
委員長
5,500円×1人
委員
4,800円×7人

生活安全推進委
員報酬
委員長
5,500円×1人
委員
4,800円×7人

生活安全推進委
員報酬
委員長
5,500円×1人
委員
4,800円×7人

生活安全推進委
員報酬
委員長
5,500円×1人
委員
4,800円×7人

実　績　額 29,500

事業費予算の
内容

生活安全推進委
員報酬
委員長
5,500円×1人
委員
4,800円×6人

生活安全推進委
員報酬
委員長
5,500円×1人
委員
4,800円×6人

生活安全推進委
員報酬
委員長
5,500円×1人
委員
4,800円×7人

生活安全推進委
員報酬
委員長
5,500円×1人
委員
4,800円×7人

事 業 費 合 計 計　画　額 43,000

予算計上額 43,000

予算計上額 43,000

実　績　額 29,500

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 43,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

平成15年から生活安全モデル地域を指定しており、平成23年度に指定をした自治会で5箇所目である。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

市と市民が協力して犯罪、事故等を防止し、安全で住みよい地域社会の実現を図る。

従前より防犯活動を実践してきた砂川防犯協会や砂川地区暴力追放運動推進協議会等に加え、自治会を中心とした自主
的な安全活動を促進するため生活安全モデル地域を指定し、生活安全計画の円滑な実施のための援助、指導等を行う。
また、犯罪、事故等の状況の把握、分析等を行うため生活安全推進委員会を設置し、環境整備の推進等総合的な生活安
全対策を協議する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市内に住所を有する者及び市内に滞在する者並びに市内に所在する土地、建物、商店、営業所等の所有者及び管理者
市民の安全意識の啓発、自治会を中心とした自主的な活動の促進、安全確保に必要な環境整備の推進等、総合的な生活
安全対策を実施することにより、安全で住みよい地域社会の実現が図られる。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 生活安全推進事業 平成　12　年度　～　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－4－4 市民生活課生活交通係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 6 7 8 10 11 12 13 14 15

実績値 8 8 8 9 10 10 11 11 11

計画値 132 131 130 128 127 126 125 124 123

実績値 168 178 143 142 137 96 88 117 51

達成されている あまり達成されていない あまり達成されていない

あまり上がってい
ない

あまり上がってい
ない

少し上がっている

変わらない 変わらない
あまり上がってい

ない

総合評価 普通である 普通である 普通である

自己分析：
生活安全モデル
地域の指定は
5ヵ所目であ
る。犯罪発生件
数は増加してい
るが、生活安全
モデル地域の指
定を受けた自治
会は防犯意識が
高まっている。

自己分析：
平成24年度は生
活安全モデル地
域の指定はない
ため団体数に変
化はない。
犯罪発生件数は
増加しているた
め、防犯意識の
啓発を継続する
必要がある。

自己分析：
平成25年度は生
活安全モデル地
域の指定はない
ため活動指標に
変化はない。
成果指標である
犯罪発生件数
は、計画値を上
回っているが、
窃盗犯を中心に
前年より減少し
ている。今後
も、生活安全モ
デル地域の指定
などを行って防
犯意識を高め、
犯罪発生件数の
減少に努めた
い。

判断理由：
生活安全モデル
地域等団体数は
計画値を満たし
ているが、犯罪
発生件数は増加
しているため、
総合評価は普通
とした。

自己分析：
活動指標は平成
27年度に生活安
全モデル地域を
指定していない
ため計画値を下
回った。
成果指標である
犯罪発生件数
は、前年度より
減少したもの
の、多数を占め
る窃盗犯の増加
が影響し計画値
を上回わった。
今後も生活安全
モデル地域の指
定などを行って
防犯意識を高
め、犯罪発生件
数の減少に努め
る必要がある。

自己分析：
活動指標は平成
28年度に生活安
全モデル地域と
して1団体の指定
を行ったため前
年より増となっ
ているが、計画
値を下回ってい
る。
成果指標である
犯罪発生件数
は、計画値を上
回ったが、多数
を占める窃盗犯
は前年より減少
している。
今後も生活安全
モデル地域の指
定などを行って
防犯意識を高
め、犯罪発生件
数の減少に努め
る必要がある.

判断理由：
事業の達成度と
成果が計画値に
満たないが、成
果指標である犯
罪発生件数は減
少傾向にあるこ
とや効率性が変
わらないことを
総合的に勘案し
て、総合評価は
普通とした。

自己分析：
活動指標は平成
29年度に生活安
全モデル地域を
指定していない
ため計画値を下
回った。
成果指標である
犯罪発生件数
は、多数を占め
る窃盗犯が大幅
に減少した影響
により計画値を
下回わった。
今後も生活安全
モデル地域の指
定などを行って
防犯意識を高
め、犯罪発生件
数の減少に努め
る必要がある。

自己分析：
活動指標は平成30
年度に生活安全モ
デル地域として1
団体の指定を行っ
たため前年より増
となっているが、
計画値を下回って
いる。
成果指標である犯
罪発生件数は、器
物破損や公務執行
妨害が前年より減
少したため、計画
値を下回った。
今後も生活安全モ
デル地域の指定な
どを行って防犯意
識を高め、犯罪発
生件数の減少に努
める必要がある。

自己分析：
活動指標は令和
元年度に生活安
全モデル地域を
指定していない
ため計画値を下
回った。
成果指標である
犯罪発生件数
は、計画値を下
回ったが、粗暴
犯や窃盗犯が前
年に比べ増加し
ている。
今後も生活安全
モデル地域の指
定などを行って
防犯意識を高
め、犯罪発生件
数の減少に努め
る必要がある。

自己分析：
活動指標は広報
紙や市ホーム
ページで生活安
全モデル地域を
公募したが、応
募がなかったた
め計画値を下
回った。
成果指標である
犯罪発生件数
は、計画値を下
回ったが、粗暴
犯や窃盗犯が前
年に比べ増加し
ている。
今後も生活安全
モデル地域の指
定などを行って
防犯意識を高
め、犯罪発生件
数の減少に努め
る必要がある。

判断理由：
事業の達成度が
計画値に満たな
いが、成果指標
である犯罪発生
件数は計画値を
下回っているこ
とや効率性が変
わらないことを
総合的に勘案し
て、総合評価は
普通とした。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

H30：
犯罪発生件数を減らしていくためには、本事業だけではなく、砂川警察署をはじめとする関係機関や防
犯協会などの関係団体、さらに自治会や市民と連携・協力していく必要があり、市民の安全意識の啓
発、自治会を中心とした自主的な活動の促進等、安全で住みよい地域社会の実現のため、引き続き本事
業を継続すべきと考える。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
活動指標は平成
26年度に生活安
全モデル地域と
して1団体の指
定を行ったため
計画値どおりと
なった。
成果指標である
犯罪発生件数
は、計画値を上
回ったが、多数
を占める窃盗犯
は前年より減少
している。
今後も生活安全
モデル地域の指
定などを行って
防犯意識を高
め、犯罪発生件
数の減少に努め
る必要がある。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
生活安全モデル地域の指定は５箇所目であるが、犯罪、事故等の防
止は本事業だけでなく、引き続き市と市民、自治会、警察が協力し
て実現できることから、市民の安全意識の啓発、自治会を中心とし
た自主的な活動の促進等、安全で住みよい地域社会の実現のため、
引き続き事業の継続が必要と考える。

H28：
犯罪発生件数を減らしていくためには、本事業だけではなく、砂川
警察署をはじめとする関係機関や防犯協会などの関係団体、さらに
自治会や市民と連携・協力していく必要があり、市民の安全意識の
啓発、自治会を中心とした自主的な活動の促進等、安全で住みよい
地域社会の実現のため、引き続き本事業を継続すべきと考える。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

149

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
(単位/団体/延)

9

9

成果指標１
（単位/件　）

129

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：犯罪発生件数 指標の求め方：犯罪発生件数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：生活安全モデル地域等団体数 指標の求め方：地域指定団体等延べ数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 1,044,000 1,044,000 3,212,000 1,244,000 1,244,000 1,244,000 1,244,000 4,976,000 8,188,000

0 1,225,000 1,231,000 3,580,000 1,244,000 1,268,000 1,292,000 1,336,000 5,140,000 8,720,000

0 1,224,986 1,230,118 3,578,063 1,243,868 1,267,368 1,282,985 1,335,995 5,130,216 8,708,279

0 0 0 0 1,044,000 1,044,000 3,212,000 1,244,000 1,244,000 1,244,000 1,244,000 4,976,000 8,188,000

0 0 0 0 1,225,000 1,231,000 3,580,000 1,244,000 1,268,000 1,292,000 1,336,000 5,140,000 8,720,000

0 0 0 0 1,224,986 1,230,118 3,578,063 1,243,868 1,267,368 1,282,985 1,335,995 5,130,216 8,708,279

同額 同額 新天皇即位によ
る祝日の増加に
伴う減
3月補正
△9千円

同額

実績との比較
（増減理由）

講習受講経費の
端数整理による
減。
3月補正
△1千円

同額 同額

委託料のうち、
主に人件費単価
の増。

委託料のうち、
主に人件費単価
の増。

委託料のうち、
主に人件費単価
の増。

委託料のうち、
主に人件費単価
の増。

消費生活相談業
務委託料
1,336千円

前年度予算と
の比較

（増減理由）

(H25年度予算
1,014千円)

相談体制強化の
ため相談員1名
を増加するが、
その講習受講料
分の増。

委託料のうち、
主に電気料、研
修バス代の増。

委託料のうち、
主に人件費単価
の増。

消費生活相談業
務委託料
1,225千円

消費生活相談業
務委託料
1,231千円

消費生活相談業
務委託料
1,244千円

消費生活相談業
務委託料
1,268千円

消費生活相談業
務委託料
1,292千円

実　績　額 1,122,959

事業費予算の
内容

消費生活相談業
務委託料
1,124千円

事 業 費 合 計 計　画　額 1,124,000

予算計上額 1,124,000

予算計上額 1,124,000

実　績　額 1,122,959

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 1,124,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまで の経
緯（行革内容含む）

消費生活相談に応じる体制は、平成14年4月に嘱託の市民相談員を廃止した後は職員が対応していたが、消費生活問題の複雑かつ悪質化する状況に対応するため、平成15年度より砂川消費者協会に研修受講費等を補助し専門的知識を持つ消費
生活相談員の育成に努めた。その結果、砂川消費者協会の消費生活相談員が常時相談に対応できる体制が整ったため、平成24年度より同協会に消費生活相談業務を委託した。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

複雑かつ悪質化している消費生活問題を抱える市民に対し、専門的知識を持つ消費生活相談員に相談する機会を提供す
る。

砂川消費者協会に消費生活相談業務を委託し、市民の消費生活相談に応じる。相談場所は砂川消費者協会事務室とし、
相談時間は月・火・木・金、午前10時から午後3時までとする。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市民
消費生活問題を抱える市民が消費生活相談員に直接助言を受けることにより、消費生活問題の解決と未然防止を図るこ
とができる。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 消費生活相談事業 平成　24　年度　～　－　年度

事業性質区分 新規・継続 1－4－5 市民生活課生活交通係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 25 26 27 28 29 30

実績値 28 23 21 34 26 24

計画値 25 26 27 28 29 30

実績値 28 23 21 34 26 24

達成されている ほぼ達成されている

上がっている 少し上がっている

変わらない 変わらない

総合評価 良好である 良好である

自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析：
委託先の砂川消
費者協会が消費
生活相談に対応
していることが
徐々に浸透し、
両指標とも計画
値を上回ること
ができたと考え
る。
今後も本事業は
専門的な相談員
が市民からの相
談に的確に対応
できる委託方式
で実施し、市民
サービスの維持
に努める。

自己分析：
計画値を上回る
ことはできな
かったが、イベ
ント時に啓発活
動を行ってお
り、協会のＰＲ
をしている。
今後も本事業は
専門的な相談員
が市民からの相
談に的確に対応
できる委託方式
で実施し、市民
サービスの維持
に努める。

判断理由：
事業の達成度及
び成果ともに高
い評価であるこ
とから、総合的
に「良好であ
る」と評価し
た。

自己分析：
計画値を上回る
ことはできな
かったが、イベ
ント時に啓発活
動を行ってお
り、協会のＰＲ
をしている。
今後も本事業は
専門的な相談員
が市民からの相
談に的確に対応
できる委託方式
で実施し、市民
サービスの維持
に努める。

自己分析：
委託先の砂川消
費者協会が消費
生活相談に対応
していることが
浸透し、両指標
とも計画値を上
回ることができ
たと考える。
今後も本事業は
専門的な相談員
が市民からの相
談に的確に対応
できる委託方式
で実施し、市民
サービスの維持
に努める。

自己分析：
計画値を上回る
ことはできな
かったが、イベ
ント時に啓発活
動を行ってお
り、協会のＰＲ
をしている。
今後も本事業は
専門的な相談員
が市民からの相
談に的確に対応
できる委託方式
で実施し、市民
サービスの維持
に努める。

自己分析：
新型コロナウイ
ルス感染拡大防
止の観点から各
種イベントが中
止となり、啓発
活動及び協会の
ＰＲができな
かったが、今後
も本事業は専門
的な相談員が市
民からの相談に
的確に対応でき
る委託方式で実
施し、市民サー
ビスの維持に努
める。

判断理由：
事業の達成度及
び成果ともに高
い評価であるこ
とから、総合的
に「良好であ
る」と評価し
た。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続

H30：
総合評価が「良好である」ことから、今後の方向性は現状のまま継続すべきと判断する。
今後も、消費生活相談員の研修参加を支援して相談員のさらなるレベルアップを図りながら、相談員が
市民からの相談に的確に対応できる委託方式で本事業を実施し、市民の消費生活問題の解決と未然防止
を図っていきたい。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
委託先の砂川消
費者協会が消費
生活相談に対応
していることが
徐々に浸透し、
両指標とも計画
値を上回ること
ができたと考え
る。
今後も本事業は
専門的な相談員
が市民からの相
談に的確に対応
できる委託方式
で実施し、市民
サービスの維持
に努める。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25： H28：
総合評価が「良好である」ことから、今後の方向性は現状のまま継
続すべきと判断する。
今後も、消費生活相談員の研修参加を支援して相談員のさらなるレ
ベルアップを図りながら、相談員が市民からの相談に的確に対応で
きる委託方式で本事業を実施し、市民の消費生活問題の解決と未然
防止を図っていきたい。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

30

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/％　）

24

30

成果指標１
（単位/件　）

24

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：相談受理件数 指標の求め方：消費生活相談を受理した件数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：相談受理件数 指標の求め方：消費生活相談を受理した件数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

480,000 480,000 480,000 1,440,000 480,000 480,000 1,440,000 480,000 480,000 480,000 480,000 1,920,000 4,800,000

480,000 480,000 480,000 1,440,000 480,000 480,000 1,440,000 480,000 480,000 480,000 480,000 1,920,000 4,800,000

480,000 480,000 480,000 1,440,000 480,000 480,000 1,440,000 480,000 480,000 480,000 320,000 1,760,000 4,640,000

480,000 480,000 480,000 1,440,000 480,000 480,000 1,440,000 480,000 480,000 480,000 480,000 1,920,000 4,800,000

480,000 480,000 480,000 1,440,000 480,000 480,000 1,440,000 480,000 480,000 480,000 480,000 1,920,000 4,800,000

480,000 480,000 480,000 1,440,000 480,000 480,000 1,440,000 480,000 480,000 480,000 320,000 1,760,000 4,640,000

同額 同額 同額 新型コロナウイルス感
染拡大防止の観点か
ら、本事業を中止した
ことによる減。
3月補正△160千円

実績との比較
（増減理由）

同額 同額 同額 同額 同額 同額

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

札幌弁護士会へ
の謝礼
1回40,000円
×12回

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

札幌弁護士会へ
の謝礼
1回40,000円
×12回

札幌弁護士会へ
の謝礼
1回40,000円
×12回

札幌弁護士会へ
の謝礼
1回40,000円
×12回

札幌弁護士会へ
の謝礼
1回40,000円
×12回

札幌弁護士会へ
の謝礼
1回40,000円
×12回

実　績　額 480,000

事業費予算の
内容

札幌弁護士会へ
の謝礼
1回40,000円
×12回

札幌弁護士会へ
の謝礼
1回40,000円
×12回

札幌弁護士会へ
の謝礼
1回40,000円
×12回

札幌弁護士会へ
の謝礼
1回40,000円
×12回

事 業 費 合 計 計　画　額 480,000

予算計上額 480,000

予算計上額 480,000

実　績　額 480,000

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 480,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

日常の相談業務については職員が対応しているが、法律的な問題を抱える市民には無料法律相談の利用を勧めるか関係機関を紹介している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

法律的な問題を抱える市民に対し弁護士に相談する機会を提供し、問題解決の糸口とする。
札幌弁護士会に依頼し（覚書を締結）、年間12回（毎月１回）の無料相談を実施。相談場所は市役所市民相談室とし、
相談時間は１件につき約20分。午後１時から午後４時までで、事前予約制で実施する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市民 弁護士に相談し直接助言を受けることにより、問題解決の糸口が見つかる。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 弁護士相談事業 ―　年度　～　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－4－5 市民生活課生活交通係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 12 12 12 12 12 12 12 12 12

実績値 12 12 12 12 12 12 12 12 8

計画値 57.0 58.0 59.0 61.0 62.0 63.0 64.0 65.0 66.0

実績値 63.0 50.0 54.6 73.6 80.6 36.1 75.0 56.9 44.4

達成されている 達成されている 達成されている

変わらない 少し上がっている 少し上がっている

変わらない 変わらない 変わらない

総合評価 良好である 良好である 良好である

自己分析：
本事業が市民に
ある程度定着し
ているため成果
指標が計画値以
上になったと考
える。今後も市
民周知を行い、
さらなる利用増
に努めたい。

自己分析：
成果指標が計画
値以下となった
ことについて、
これまでの実績
値も年度間のバ
ラツキがあるた
め、単年度で成
果を評価するの
は難しい。引き
続き市民周知を
行い、利用増に
努めたい。

自己分析：
前年度に続き成
果指標が計画値
を下回ったが、
これは近年、法
律相談機関の
サービスが充実
してきたことな
どが原因と考え
られる。一方、
相談者や弁護士
からは相談時間
を長くしてほし
いとの声がある
ため、次年度よ
り、１件の相談
時間を20分から
30分に、１開設
あたりの受付件
数を最大９件か
ら６件に変更す
ることとした。

判断理由：
達成度は活動指
標が計画値どお
りであることか
ら「達成されて
いる」、成果は
Ｈ23・24年度の
みで判断するの
は難しいため
「変わらな
い」、効率性は
事業費に変動が
ないため「変わ
らない」とし
た。上記を勘案
し、総合的には
一定の評価がで
きるものと考
え、総合評価は
「良好である」
とした。

自己分析：
平成26年度より
相談時間等を変
更したことによ
り、成果指標が
計画値を上回っ
た。引き続き市
民周知を行い、
利用増に努めた
い。

自己分析：
平成26年度より
相談時間等を変
更したことによ
り、成果指標が
計画値を上回っ
た。引き続き市
民周知を行い、
利用増に努めた
い。

判断理由：
達成度は活動指標
が計画値どおりで
あることから、
「達成されてい
る」、成果はH26
年度に開設方法を
変更したことで成
果指標が計画値を
上回っていること
から「少し上がっ
ている」、効率性
は事業費に変動が
ないため「変わら
ない」とした。上
記を勘案し、総合
的には一定の評価
ができるものと考
え、総合評価は
「良好である」と
した。

自己分析：
成果指標が計画
値以下となった
ことについて、
これまでの実績
値も年度間のバ
ラツキがあるた
め、単年度で成
果を評価するの
は難しい。引き
続き市民周知を
行い、利用増に
努めたい。

自己分析：
本事業が市民に
ある程度定着し
ているため成果
指標が計画値以
上になったと考
える。今後も市
民周知を行い、
利用増に努めた
い。

自己分析：
成果指標が計画
値を下回った
が、これまでの
実績値も年度間
のバラツキがあ
るため、単年度
で成果を評価す
るのは難しい。
引き続き市民周
知を行い、利用
増に努めたい。

自己分析：
活動指標、成果
指標ともに計画
値を下回った
が、新型コロナ
ウイルス感染拡
大防止の観点か
ら本事業を中止
したことによる
ものと考える。
引き続き市民周
知を行い利用増
に努めるととも
に、中止となっ
た場合は予約者
に電話相談窓口
を案内する。

判断理由：
達成度は活動指
標が計画値どお
りであることか
ら、「達成され
ている」、成果
は計画値を上
回っていること
から「少し上
がっている」、
効率性は事業費
に変動がないた
め「変わらな
い」とした。上
記を勘案し、総
合的には一定の
評価ができるも
のと考え、総合
評価は「良好で
ある」とした。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

H30：
砂川市内には弁護士事務所がないため、法的な問題を抱える市民にとっては貴重な相談の機会となって
いる事業であること、また、総合評価が「良好である」ことから、「現状のまま継続」すべきと判断し
た。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
平成26年度よ
り、１件の相談
時間を20分から
30分に、１開設
あたりの受付件
数を９件から６
件に変更したこ
とにより、成果
指標が計画値を
上回わるととも
に、相談者から
は「良かった」
との意見が得ら
れた。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
砂川市内には弁護士事務所がないため、法的な問題を抱える市民に
とっては貴重な相談の機会となっている事業であること、また、総
合評価が「良好である」ことから、「現状のまま継続」すべきと判
断した。

H28：
砂川市内には弁護士事務所がないため、法的な問題を抱える市民に
とっては貴重な相談の機会となっている事業であること、また、総
合評価が「良好である」ことから、「現状のまま継続」すべきと判
断した。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

65.3

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/回　）

12

12

成果指標１
（単位/％　）

60.0

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：利用率 指標の求め方：実相談数/最大相談件数（108件）

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：実施回数 指標の求め方：実施回数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第６期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 －  － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(23年度) (24年度) (25年度) (27年度) (28年度) (29年度) (30年度) （31・R元年度） （R2年度）

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

実績との比較
（増減理由）

前年度予算と
の比較

（増減理由）

実　績　額 0

事業費予算の
内容

事 業 費 合 計 計　画　額 0

予算計上額 0

予算計上額

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(26年度)

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の 状況・これまで の
経緯（行革内容含む）

市民相談は市の基本的な行政サービスとして継続されてきた。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　６　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

市民の相談に対して解決の手助けをする。 電話、面接等による市民の相談に対し、助言及び相談機関の紹介を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

市民 助言及び相談機関の紹介を行うことにより、問題解決に向けた一助となっている。

第　６　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 市民相談事業 ―　年度　～　　―　年度

事業性質区分 新規・継続 1－4－5 市民生活課生活交通係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

計画値 40 40 40 40 40 40 40 40 40

実績値 62 81 68 50 43 29 41 30 29

計画値 40 40 40 40 40 40 40 40 40

実績値 62 81 68 50 43 29 41 30 29

達成されている 達成されている ほぼ達成されている

上がっている 上がっていない 少し上がっている

変わらない 上がっている 少し上がっている

総合評価 極めて良好である 良好である 良好である

自己分析：
活動指標、成果
指標ともに計画
値を上回った
が、これは冬季
の積雪量が多
かったことに伴
う相談件数の増
加であり、これ
を除けばほぼ計
画値と同様の数
値となる。

自己分析：
前年度に比べ
て、積雪量の影
響から生活環境
に関する相談が
減少したが、主
に消費者関係の
相談が増加し
た。他の分野に
おいても、一定
の相談件数があ
り、全体として
実績値が大きく
なった。

自己分析：
活動・成果指標
が前年度と比較
して減少してい
るが、分野別に
見ると各分野に
おいて多少の増
減はあるもの
の、際立った傾
向や特徴は無
く、バラつきの
範囲内の減少と
考えられる。
なお、相談受理
件数のうち、消
費者関係の相談
は37件（前年度
と同数）。

判断理由：
活動指標・成果
指標ともに計画
値を大きく上
回っていること
から、事業の達
成度や成果、総
合評価を高く評
価した。

自己分析：
前年度と比較し
て両指標は減少
しているが、分
野別に見ると際
立った傾向や特
徴は無く、バラ
つきの範囲内と
考えられる。
両指標が計画値
を上回ってお
り、事業目的を
達成していると
考える。

自己分析：
前年度と比較し
て両指標は減少
しているが、分
野別に見ると際
立った傾向や特
徴は無く、バラ
つきの範囲内と
考えられる。
両指標が計画値
を上回ってお
り、事業目的を
達成していると
考える。

判断理由：
活動指標・成果
指標ともに計画
値を大きく上
回っていること
から、事業の達
成度や成果、総
合評価を高く評
価した。

自己分析：
前年度と比較し
て両指標は減少
しているが、分
野別に見ると際
立った傾向や特
徴は無く、バラ
つきの範囲内と
考えられる。
両指標が計画値
を下回っている
が、事業目的を
達成していると
考える。

自己分析：
前年度と比較し
て両指標は増加
しているが、分
野別に見ると際
立った傾向や特
徴は無く、バラ
つきの範囲内と
考えられる。
両指標が計画値
を上回ってお
り、事業目的を
達成していると
考える。

自己分析：
前年度と比較し
て両指標は減少
しているが、分
野別に見ると際
立った傾向や特
徴は無く、バラ
つきの範囲内と
考えられる。
両指標が計画値
を下回っている
が、事業目的を
達成していると
考える。

自己分析：
前年度と比較し
て両指標はほぼ
同じ件数で、分
野別に見ても際
立った傾向や特
徴は無い。
両指標が計画値
を下回っている
が、事業目的を
達成していると
考える。

判断理由：
活動指標・成果
指標ともに計画
値を上回ってい
ることから、事
業の達成度や成
果、総合評価を
高く評価した。

今後の方向性 現状のまま継続 現状のまま継続 現状のまま継続

H30：
本事業は市が実施する基本的な行政サービスであり、市民が抱える問題の解決に向けた一助となってい
る。総合評価が高い事業であることから、現状のまま継続すべきと考える。

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：
前年度と比較し
て両指標は若干
増加している
が、分野別に見
ると際立った傾
向や特徴は無
く、バラつきの
範囲内と考えら
れる。
両指標が計画値
を上回ってお
り、事業目的を
達成していると
考える。

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（H25、H28、H30）

H25：
本事業は市が実施する基本的な行政サービスであり、市民が抱える
問題の解決に向けた一助となっている。総合評価が高い事業である
ことから、現状のまま継続すべきと考える。
平成24年度から消費生活相談業務は砂川消費者協会に委託してお
り、市民相談の相談受理件数81件のうち消費者関係の相談37件は、
砂川市と砂川消費者協会が連携して対応している。

H28：
本事業は市が実施する基本的な行政サービスであり、市民が抱える
問題の解決に向けた一助となっている。総合評価が高い事業である
ことから、現状のまま継続すべきと考える。

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)
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活動指標１
（単位/件）

40

72

成果指標１
（単位/件）

40

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：相談受理件数 指標の求め方：相談受理件数（相談を受けることが問題解決の一助となっているものとして、活動指標と同じ指標とした）

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：相談受理件数 指標の求め方：相談受理件数


